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特にその機能と役割が注目されている条約法に関するウィーン条約 31 条 3 項(c)が規定す
る r (当事国の聞の関係において適用される)国際法の関連規則J という概念に関して、
その国際法上の問題点を体系的かっ包括的に探究した研究である。
国際法の主要な存在形態である条約の解釈に関する規則として、条約法に関するウィー
ン条約は、その 31 条で「解釈に関する一般的な規則J を、 32 条で「解釈の補足的な手段」
をそれぞれ規定しており、これら二つの規定に関する具体的な解釈等をめぐりさまざまな
学説が展開され、国際社会における外交実務が展開されてきたことは周知の事実である。





本論文は、序章と終章を除いて三つの部から構成されている。まず第 1 部では、第 1 章
において条約法に関するウィーン条約 31 条 3 項(c)の起草過程が詳細に検討され、本項の
規定の基礎となった国際法委員会( 1 L C) での特別報告者ウォルドックの提案やそれに
基づく条文案、さらにその修正の過程や審議の内容、そして最終的に条約法条約が採択さ
れたウィーン外交会議での議論等が詳細に検討されている。次の第 2 章では、条約解釈の
一般的規則を定めた条約法条約 31 条の規定全体の中での 3 項(c)の位置づ、けについて考察
が加えられている。















次に筆者は、第 3 部において、 r (当事国の聞の関係において適用される)国際法の関連
規則J としづ概念を構成する具体的な要素について、個別に分解して検討を加えている。
まず第 6 章では、「国際法の関連規則」としづ場合の「国際法」の具体的内容について、



















































うな厳格な立場が解釈論上は支持できるとしても、条約法条約 31 条 3 項(c)の具体的な機
能と役割を必要以上に狭める結果をもたらす可能性はないのか、といった点も気にかかる
ところである。しかし、後者の点については、筆者はこのような問題点も視野に入れた上
で前述のような結論を導いているのであり、その観点からすればそれは首尾一貫した見解
であると評することができる。また、論文全体を通じて明確に示されている筆者の有する
卓越した学問的資質と研究能力に照らせば、本論文で残された検討課題についても、筆者
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が今後さらに研績を積み研究を発展させていく中で探究が行われることが十分に期待で
きょう。そして、本論文が有する優れた学問的価値に鑑みれば、筆者が近い将来に我が国
を代表する若手研究者の一人として今後の国際法学の発展に寄与する一人となることは
疑い得ないところである。
以上により、本論文は、博士(法学)の学位を授与される水準に十分達しているものと
認められる。
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